
●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和５年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和４年度）

事業名(取組名) 資料館管理事業 評価番号 3-4-11-1

担当課
生涯学習課【生涯学習セ

ンター】
係 庶務係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 会計 【01】一般会計

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 款 【0109】教育費

施策 【１１】まちの文化遺産の保全 項 【010904】社会教育費

主な取組

①歴史民俗資料館の資料展示の充実 目 【01090405】資料館費

事業 資料館管理事業

根拠法令等  　

事業
業績

　歴史に関する資料を，歴史民俗資料館内において整理及び保存を行った。
　また，歴史に精通した臨時職員１名により古文書のデジタル化作業を行った。

年度

事業期間

実施手法

（すべてチェック）

円 705,824 円

新規・継続  事業開始年度 昭和 57

実施形態

事業概要

　歴史資料を収集し，整理・保存を行い後世に継承する。
　また，古文書については，劣化が進行することが考えられるため，資料のデジタル化を進めて
いく。

令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績）

内
訳

10　需用費 650,748 円 881,721 円 792,895 円

1　報酬 1,098,720 円 657,832

事業費　計

1,800,700 円 645,700 円

11　役務費 112,912 円 88,454 円 83,364 円

12　委託料 714,340 円

2,887,198 円 9,086,695 円 3,196,002

円

受益者負担金

円

その他 178,478 円 5,524,288 円 21,119 円

17　備品購入費 132,000 円 133,700 円 947,100

円

251,260 円 947,100 円

円

円 円

地方債 円 円

支
　
出

主な歳出の節

県支出金 円 円

財
　
源

主な歳入の科目 令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績）

内
訳

国支出金 0 円

円

その他

円 円

円

円

事業費　計 2,887,198 円 9,196,695 円 3,196,002 円

一般財源 2,887,198 円 8,945,435 円 2,248,902

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

●評価　～CHECK～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献しているか。

　歴史民俗資料館の展示物や資料について，整理保存に努め
た。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当か。

 

　歴史に関する資料等における保存管理は，町の財産であり，
後世に残すために町の関与は必要であると考える。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができるか。

 

　歴史等の資料については，保存管理及び後世に伝承すること
が目的で，資料の展示の充実を図ることはできると考える。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
るか。

 

　歴史等の資料については，保存管理及び後世に伝承すること
が目的であることから，廃止・休止はできない。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性

　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できるか。

 

　類似事業はない。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　歴史民俗資料館における歴史資料の保存整理を継続し，古文書についても引き続きデジタル化の作業を進め
ます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できるか。

 

　歴史民俗資料館については，維持管理や臨時職員の賃金のみ
であるため，これ以上の削減は困難。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
か。

　県などでは，資料館の入場料を徴収している施設もあるが，
同様に徴収した場合，来館者の減少が考えられる。また町の歴
史をPRすることが難しくなることが考えられるため，十分な検
討が必要。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

（ ）

（ ）

●実施　～DO～

令和５年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和４年度）

事業名(取組名) 利根町地固め唄保存会補助金 評価番号 3-4-11-2

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 会計 【01】一般会計

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 款 【0109】教育費

施策 【１１】まちの文化遺産の保全 項 【010904】社会教育費

主な取組

②「利根町地固め唄保存会」への支援 目 【01090404】文化財保護費

事業 文化財保護保存事業

根拠法令等  　 利根町指定文化財等補助金交付要綱

事業
業績

　「利根町地固め唄」の適正な伝承と保存を行うため，「利根町地固め唄保存会」に補助金を交付することに
より技術の伝承や保存に資することができた。

年度

事業期間

実施手法

（すべてチェック）

円 63,000 円

新規・継続  事業開始年度 平成 元

実施形態

事業概要

　県指定無形民俗文化財である，利根川の堤防工事の作業唄「利根町地固め唄」の適正な伝承と
保存を行うため，諸道具や収穫保存取扱いの技術の伝承，技能保持者の指導による後継者の育成
を実施している。

令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績）

内
訳

円 円 円

18　負担金，補助及び交付金 63,000 円 63,000

事業費　計

円 円

円 円 円

円

63,000 円 63,000 円 63,000

円

受益者負担金

円

円 円 円

円 円

円

円 円

円

円 円

地方債 円 円

支
　
出

主な歳出の節

県支出金 円 円

財
　
源

主な歳入の科目 令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績）

内
訳

国支出金 円

円

その他

円 円

円

円

事業費　計 63,000 円 63,000 円 63,000 円

一般財源 63,000 円 63,000 円 63,000

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

事業開始年度不明

予算なし

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他国・県補助事業+町事業(上乗せ) その他



理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

 

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

（ ）

●評価　～CHECK～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　文化財の保護及び継承に貢献できていると考える。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　文化財の保護及び継承を行うためには補助金の交付は妥当で
あると考える。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　文化財の保護及び継承していくためには現状の内容で充分で
あると考える。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　文化財の保護及び継承していく必要があるため，補助金の廃
止・休止は妥当ではないと考える。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似の事業を行っていないため，統廃合・連携を図ることは
出来かねる。

今
後
の
方
向
性

 継続

【理由】

　「利根町地固め唄」の適正な伝承と保存を行うため事業を継続していく必要がある。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　文化財を保護及び継承していくために必要な費用となるため
削減できる余地はない。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

　県指定無形民俗文化財であることなどから受益者負担を求め
る事業ではないと考える。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

連携

見直す余地がある


